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豊明市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例（平成２７年豊明市条例第２６号）新

旧対照表 

現行 改正後（案） 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

【別記1 参照】 【別記1 参照】 

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 

【別記2 参照】 【別記2 参照】 
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【別記1】 

 

現行 

機関 事務 

１ 市長 愛知県特別障害者手当、愛知県障害児福祉手当又は愛知県経過的福祉手当の支給に関する事務であって規則で定め

るもの 

２ 市長 地域生活支援事業に関する事務であって規則で定めるもの 

３ 市長 豊明市遺児手当の支給に関する事務であって規則で定めるもの 

４ 市長 愛知県遺児手当の支給に関する事務であって規則で定めるもの 

 

改正後（案） 

機関 事務 

１ 市長 愛知県特別障害者手当、愛知県障害児福祉手当又は愛知県経過的福祉手当の支給に関する事務であって規則で定め

るもの 

２ 市長 地域生活支援事業に関する事務であって規則で定めるもの 

３ 市長 豊明市遺児手当の支給に関する事務であって規則で定めるもの 

４ 市長 愛知県遺児手当の支給に関する事務であって規則で定めるもの 

５ 市長 生活に困窮する外国人に対する生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に準じて行う保護の実施に関する事務で

あって規則で定めるもの 
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【別記2】 

 

現行 

機関 事務 特定個人情報 

１ 市長 愛知県特別障害者手当、愛知県障害児福祉手当又

は愛知県経過的福祉手当の支給に関する事務であ

って規則で定めるもの 

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）その他の地方税に関す

る法律に基づく条例の規定により算定した税額又はその算定の

基礎となる事項に関する情報（以下「地方税関係情報」とい

う。）、又は住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第７

条第４号に規定する事項（以下「住民票関係情報」という。）

であって規則で定めるもの 

２ 市長 地域生活支援事業に関する事務であって規則で定

めるもの 

地方税関係情報又は住民票関係情報であって規則で定めるもの 

３ 市長 豊明市遺児手当の支給に関する事務であって規則

で定めるもの 

地方税関係情報又は住民票関係情報であって規則で定めるもの 

４ 市長 愛知県遺児手当の支給に関する事務であって規則

で定めるもの 

地方税関係情報又は住民票関係情報であって規則で定めるもの 
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改正後（案） 

機関 事務 特定個人情報 

１ 市長 愛知県特別障害者手当、愛知県障害児福祉手当又

は愛知県経過的福祉手当の支給に関する事務であ

って規則で定めるもの 

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）その他の地方税に関す

る法律に基づく条例の規定により算定した税額又はその算定の

基礎となる事項に関する情報（以下「地方税関係情報」とい

う。）、又は住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第７

条第４号に規定する事項（以下「住民票関係情報」という。）

であって規則で定めるもの 

２ 市長 地域生活支援事業に関する事務であって規則で定

めるもの 

地方税関係情報又は住民票関係情報であって規則で定めるもの 

３ 市長 豊明市遺児手当の支給に関する事務であって規則

で定めるもの 

地方税関係情報又は住民票関係情報であって規則で定めるもの 

４ 市長 愛知県遺児手当の支給に関する事務であって規則

で定めるもの 

地方税関係情報又は住民票関係情報であって規則で定めるもの 

５ 市長 生活に困窮する外国人に対する生活保護法に準じ

て行う保護の実施に関する事務であって規則で定

めるもの 

地方税関係情報であって規則で定めるもの 
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豊明市国民健康保険税条例（昭和４７年豊明市条例第４６号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（課税額） （課税額） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）

及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割

額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただ

し、当該合算額が６３万円を超える場合においては、基礎課税額は、

６３万円とする。 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）

及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割

額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただ

し、当該合算額が６５万円を超える場合においては、基礎課税額は、

６５万円とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項

の世帯主を除く。）及びその世帯に属する被保険者につき算定した所

得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。

ただし、当該合算額が１９万円を超える場合においては、後期高齢者

支援金等課税額は、１９万円とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項

の世帯主を除く。）及びその世帯に属する被保険者につき算定した所

得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。

ただし、当該合算額が２０万円を超える場合においては、後期高齢者

支援金等課税額は、２０万円とする。 

４ （略） ４ （略） 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の所得割額） （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の所得割額） 

第３条 前条第２項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に

係る地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）第

３１４条の２第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合計額

から同条第２項の規定による控除をした後の総所得金額及び山林所得

金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得金額等」という。）に１０

０分の６．１５を乗じて算定する。 

第３条 前条第２項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に

係る地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）第

３１４条の２第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合計額

から同条第２項の規定による控除をした後の総所得金額及び山林所得

金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得金額等」という。）に１０

０分の６．４  を乗じて算定する。 
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２ （略） ２ （略） 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額） （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額） 

第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人について２

３，３００円とする。 

第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人について２

５，０００円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割

額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割

額） 

第６条 第２条第３項の所得割額は、基礎控除後の総所得金額等に１０

０分の１．９  を乗じて算定する。 

第６条 第２条第３項の所得割額は、基礎控除後の総所得金額等に１０

０分の２．０５を乗じて算定する。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額） 

第７条 第２条第３項の被保険者均等割額は、被保険者１人について７，

０００円とする。 

第７条 第２条第３項の被保険者均等割額は、被保険者１人について７，

５００円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別

平等割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別

平等割額） 

第８条 第２条第３項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

第８条 第２条第３項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

（１） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ５，８００円 （１） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ６，１００円 

（２） 特定世帯 ２，９００円 （２） 特定世帯 ３，０５０円 

（３） 特定継続世帯 ４，３５０円 （３） 特定継続世帯 ４，５７５円 

（介護納付金課税被保険者に係る所得割額） （介護納付金課税被保険者に係る所得割額） 

第９条 第２条第４項の所得割額は、介護納付金課税被保険者に係る基

礎控除後の総所得金額等に１００分の１．６５を乗じて算定する。 

第９条 第２条第４項の所得割額は、介護納付金課税被保険者に係る基

礎控除後の総所得金額等に１００分の１．７５を乗じて算定する。 
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（介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額） （介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額） 

第１０条 第２条第４項の被保険者均等割額は、介護納付金課税被保険

者１人について８，３００円とする。 

第１０条 第２条第４項の被保険者均等割額は、介護納付金課税被保険

者１人について８，８００円とする。 

（介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額） （介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額） 

第１１条 第２条第４項の世帯別平等割額は、１世帯について５，００

０円とする。 

第１１条 第２条第４項の世帯別平等割額は、１世帯について５，１０

０円とする。 

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第２３条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に

対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項の基礎課税額から

ア及びイに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が６３万

円を超える場合には、６３万円）、同条第３項の後期高齢者支援金等

課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た

額が１９万円を超える場合には、１９万円）並びに同条第４項の介護

納付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額（当該減額し

て得た額が１７万円を超える場合には、１７万円）の合算額とする。 

第２３条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に

対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項の基礎課税額から

ア及びイに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が６５万

円を超える場合には、６５万円）、同条第３項の後期高齢者支援金等

課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た

額が２０万円を超える場合には、２０万円）並びに同条第４項の介護

納付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額（当該減額し

て得た額が１７万円を超える場合には、１７万円）の合算額とする。 

（１） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得を有

する者（前年中に法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額に

係る所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定す

る給与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除を

受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５万円を超

えるものに限る。）をいう。以下この号において同じ。）の数及び

（１） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得を有

する者（前年中に法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額に

係る所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定す

る給与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除を

受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５万円を超

えるものに限る。）をいう。以下この号において同じ。）の数及び
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公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７０３条の５第１

項に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第３項に規定する

公的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控

除額の控除を受けた者（年齢６５歳未満の者にあっては当該公的年

金等の収入金額が６０万円を超える者に限り、年齢６５歳以上の者

にあっては当該公的年金等の収入金額が１１０万円を超える者に限

る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下

この条において「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合に

あっては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１

０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯に係る納

税義務者 

公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７０３条の５第１

項に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第３項に規定する

公的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控

除額の控除を受けた者（年齢６５歳未満の者にあっては当該公的年

金等の収入金額が６０万円を超える者に限り、年齢６５歳以上の者

にあっては当該公的年金等の収入金額が１１０万円を超える者に限

る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下

この条において「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合に

あっては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１

０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯に係る納

税義務者 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ

いて１６，３１０円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ

いて１７，５００円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １４，６３０円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １４，６３０円 

（イ） 特定世帯 ７，３１５円 （イ） 特定世帯 ７，３１５円 

（ウ） 特定継続世帯 １０，９７３円 （ウ） 特定継続世帯 １０，９７３円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について４，９００円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について５，２５０円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世 エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世
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帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ４，０６０円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ４，２７０円 

（イ） 特定世帯 ２，０３０円 （イ） 特定世帯 ２，１３５円 

（ウ） 特定継続世帯 ３，０４５円 （ウ） 特定継続世帯 ３，２０３円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて５，８１０円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて６，１６０円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯につい

て３，５００円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯につい

て３，５７０円 

（２） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の数

から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に

被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき２８万５千円を加算し

た金額を超えない世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を除

く。） 

（２） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の数

から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に

被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき２８万５千円を加算し

た金額を超えない世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を除

く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ

き１１，６５０円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ

き１２，５００円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 
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（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １０，４５０円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １０，４５０円 

（イ） 特定世帯 ５，２２５円 （イ） 特定世帯 ５，２２５円 

（ウ） 特定継続世帯 ７，８３８円 （ウ） 特定継続世帯 ７，８３８円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について３，５００円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について３，７５０円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世

帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世

帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ２，９００円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ３，０５０円 

（イ） 特定世帯 １，４５０円 （イ） 特定世帯 １，５２５円 

（ウ） 特定継続世帯 ２，１７５円 （ウ） 特定継続世帯 ２，２８８円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて４，１５０円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて４，４００円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯につい

て２，５００円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯につい

て２，５５０円 

（３） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の数

から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に

（３） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の数

から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に
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被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万円を加算した金

額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万円を加算した金

額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ

いて４，６６０円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につ

いて５，０００円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ４，１８０円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ４，１８０円 

（イ） 特定世帯 ２，０９０円 （イ） 特定世帯 ２，０９０円 

（ウ） 特定継続世帯 ３，１３５円 （ウ） 特定継続世帯 ３，１３５円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について１，４００円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について１，５００円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世

帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世

帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １，１６０円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １，２２０円 

（イ） 特定世帯 ５８０円 （イ） 特定世帯 ６１０円 

（ウ） 特定継続世帯 ８７０円 （ウ） 特定継続世帯 ９１５円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて１，６６０円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて１，７６０円 
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カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯につい

て１，０００円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯につい

て１，０２０円 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後

の最初の３月３１日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）

がある場合における当該納税義務者に対して課する被保険者均等割額

（当該納税義務者の世帯に属する未就学児につき算定した被保険者均

等割額（前項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、

その減額後の被保険者均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割

額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額

を減額して得た額とする。 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後

の最初の３月３１日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）

がある場合における当該納税義務者に対して課する被保険者均等割額

（当該納税義務者の世帯に属する未就学児につき算定した被保険者均

等割額（前項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、

その減額後の被保険者均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割

額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額

を減額して得た額とする。 

（１） 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割

額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について

次に定める額 

（１） 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割

額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について

次に定める額 

ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 ３，４９５円 ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 ３，７５０円 

イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 ５，８２５円 イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 ６，２５０円 

ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 ９，３２０円   ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 １０，０００円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １１，６５０円 エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １２，５００円 

（２） 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の

被保険者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学

児１人について次に定める額 

（２） 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の

被保険者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学

児１人について次に定める額 

ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 １，０５０円 ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 １，１２５円 

イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 １，７５０円 イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 １，８７５円 
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ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 ２，８００円 ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 ３，０００円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ３，５００円 エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ３，７５０円 

附 則 附 則 

（公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特例） （公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

２ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若

しくは特定同一世帯所属者が、前年中に所得税法第３５条第３項に規

定する公的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金

等控除額（年齢６５歳以上の者に係るものに限る。）の控除を受けた

場合における第２３条第１項の規定の適用については、同条中「法第

７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額」とある

のは「法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額（所得税法第３

５条第３項に規定する公的年金等に係る所得については、同条第２項

第１号の規定によって計算した金額から１５万円を控除した金額によ

るものとする。）及び山林所得金額」と、「１１０万円」とあるのは

「１２５万円」とする。 

２ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若

しくは特定同一世帯所属者が、前年中に所得税法第３５条第３項に規

定する公的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金

等控除額（年齢６５歳以上の者に係るものに限る。）の控除を受けた

場合における第２３条第１項の規定の適用については、同項中「法第

７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額」とある

のは「法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額（所得税法第３

５条第３項に規定する公的年金等に係る所得については、同条第２項

第１号の規定によって計算した金額から１５万円を控除した金額によ

るものとする。）及び山林所得金額」と、「１１０万円」とあるのは

「１２５万円」とする。 

 



議案第１６号参考資料 

 

豊明市保育の必要性の認定に関する条例（平成２６年豊明市条例第５２号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）

第１９条第１項第２号に規定する保護者の労働又は疾病その他の内閣

府令で定める事由に関し、保育の必要性の認定の基準について必要な

事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）

第１９条第２号      に規定する保護者の労働又は疾病その他の内閣

府令で定める事由に関し、保育の必要性の認定の基準について必要な

事項を定めるものとする。 

 



豊明市老人憩いの家条例（昭和５０年豊明市条例第４号）新旧対照表 （第１条関係） 

現行 改正後（案） 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法(昭和22年法律第67号)第244条の規定

に基づき、豊明市老人憩いの家      の設置について定める

ものとする。 

 （設置） 

第２条 市に老人福祉施設として老人憩いの家を                    

         設置する。 

２ 老人憩いの家     の名称及び位置は、別表のとおりとする。 

(管理) 

第３条 老人憩いの家     は、市長が管理する。 

(委任) 

第４条 この条例に定めるもののほか、老人憩いの家    の管理及

び運営について必要な事項は、市長が規則で定める。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 244 条の規定

に基づき、豊明市老人憩いの家及び豊明市集会所の設置について定める

ものとする。 

（設置） 

第２条 市に老人福祉施設として老人憩いの家を、地域福祉の向上のため

に施設として集会所を設置する。 

２ 老人憩いの家及び集会所の名称及び位置は、別表のとおりとする。 

(管理) 

第３条 老人憩いの家及び集会所は、市長が管理する。 

(委任) 

第４条 この条例に定めるもののほか、老人憩いの家及び集会所の管理及

び運営について必要な事項は、市長が規則で定める。 

 
 
 
 

 

  

議案第１７号 参考資料 



豊明市老人憩いの家条例（昭和５０年豊明市条例第４号）新旧対照表 （第２条関係） 

現行 改正後（案） 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 244 条

の規定に基づき、豊明市老人憩いの家及び豊明市集会所の設置に

ついて定めるものとする。 

（設置） 

第２条 市に老人福祉施設として老人憩いの家を、地域福祉の向上の

ために施設として集会所を設置する。 

２ 老人憩いの家及び集会所の名称及び位置は、別表のとおりとす

る。 

(管理) 

第３条 老人憩いの家及び集会所は、市長が管理する。 

(委任) 

第４条 この条例に定めるもののほか、老人憩いの家及び集会所の管

理及び運営について必要な事項は、市長が規則で定める。 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法(昭和22年法律第67号)第244条の規

定に基づき、豊明市老人憩いの家      の設置について定

めるものとする。 

 （設置） 

第２条 市に老人福祉施設として老人憩いの家を                     

         設置する。 

２ 老人憩いの家     の名称及び位置は、別表のとおりとす

る。 

(管理) 

第３条 老人憩いの家     は、市長が管理する。 

(委任) 

第４条 この条例に定めるもののほか、老人憩いの家   の管理及

び運営について必要な事項は、市長が規則で定める。 

 

 



豊明市老人憩いの家条例（昭和５０年豊明市条例第４号）新旧対照表 （別表関係） 

現行 改正後（案） 

  

別表 別表 

【別記1 参照】 【別記1 参照】 

  



【別記1】 

現行 

名称 位置 

敷田小規模老人憩いの家 豊明市間米町敷田１２２５番地３ 

上高根小規模老人憩いの家 豊明市沓掛町住吉３番地 

徳田小規模老人憩いの家 豊明市沓掛町徳田７６番地 

小所小規模老人憩いの家 豊明市沓掛町泉３２番地 

宿小規模老人憩いの家 豊明市沓掛町宿７４番地 

下高根小規模老人憩いの家 豊明市沓掛町下高根３１５番地２ 

間米小規模老人憩いの家 豊明市間米町峠下６２番地 

大脇小規模老人憩いの家 豊明市栄町大脇５番地 

勅使小規模老人憩いの家 豊明市沓掛町勅使８番地５３ 

荒巻小規模老人憩いの家 豊明市西川町荒巻２番地３ 

 

 

 

 

 

 

 



 改正後 

老人憩いの家 

徳田小規模老人憩いの家 豊明市沓掛町徳田７６番地 

小所小規模老人憩いの家 豊明市沓掛町泉３２番地 

集 会 所 

敷田集会所 豊明市間米町敷田１２２５番地３ 

上高根集会所 豊明市沓掛町住吉３番地 

宿集会所 豊明市沓掛町宿７４番地 

下高根集会所 豊明市沓掛町下高根３１５番地２ 

間米集会所 豊明市間米町峠下６２番地 

大脇集会所 豊明市栄町大脇５番地 

勅使集会所 豊明市沓掛町勅使８番地５３ 

荒巻集会所 豊明市西川町荒巻２番地３ 

 



議案第２６号参考資料 
 

 

豊明市国民健康保険条例（昭和４７年豊明市条例第６４号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（出産育児一時金） （出産育児一時金） 

第５条 被保険者が出産したときは、当該被保険者に対し、出産育児一

時金として４０万８千円を支給する。ただし、市長が健康保険法施行

令（大正１５年勅令第２４３号）第３６条の規定を勘案し、必要があ

ると認めるときは、規則で定めるところにより、これに３万円を上限

として加算するものとする。 

第５条 被保険者が出産したときは、当該被保険者に対し、出産育児一

時金として４８万８千円を支給する。ただし、市長が健康保険法施行

令（大正１５年勅令第２４３号）第３６条の規定を勘案し、必要があ

ると認めるときは、規則で定めるところにより、これに３万円を上限

として加算するものとする。 

２ （略） ２ （略） 

 



議案第２７号参考資料 

1/3 

豊明市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成１５年豊明市条例第１号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

（略） 【別記1 参照】 

別表第２（第３条～第１０条関係） 別表第２（第３条～第１０条関係） 

（略） 【別記2 参照】 

 

 

【別記1】 

 

改正後（案） 

名称 区域 

寺池地区整備計画区域 都市計画法第２０条第１項の規定により告示された名古屋都市計画寺池地区計画の地区整備計画

が定められた区域 

 

 

 

 

 

 



2/3 

改正後（案） 

名称 （ア） （イ） （ウ） （エ） （オ） （カ） （キ） （ク） （ケ） 

計画地

区の区

分 

建築物の用途の制限 容積率の

最高限度 

建蔽率の

最高限度 

建築物の敷

地面積の最

低限度（m２）

壁面の位置の制

限 

建築物の高さ

の最高限度

（m） 

建築物の

形態又は

意匠の制

限 

垣又はさくの

構造の制限 

寺池地区整

備計画区域 

A地区 ― ― ― １６０ 道路境界線から

の建築物の外壁

又はこれに代わ

る柱の面までの

距離を１ｍ以上

とする。ただし、

以下については

この限りではな

い。 

ア 外壁又はこ

れに代わる柱の

中心線の長さの

合計が３ｍ以下

の建築物又は建

築物の部分 

― ― 垣又はさくは、

生垣あるいは

フェンス、鉄さ

く等とし、ブロ

ック塀等に類

するものは設

置してはなら

ない。ただし、

フェンスの基

礎であるブロ

ックその他こ

れに類するも

ので高さが０．

６ｍ以下のも

の、又は片袖の

B地区 次に掲げる建築物は、建築してはならない。 

（１） マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これ

らに類するもの 

（２） カラオケボックスその他これに類す

るもの 

（３） 畜舎 

（４） 倉庫でその用途に供する部分の床面

積の合計が３，０００㎡を超えるもの 



3/3 

イ 物置、車庫そ

の他これに類す

る用途に供し、軒

の高さが３ｍ以

下で、かつ後退距

離の限度に満た

ない部分の床面

積の合計が１０

㎡以内の建築物 

長さが２．１ｍ

までの門柱及

びその内壁に

あってはこの

限りではない。 

 

 



議案第２８号参考資料 

1/1 

豊明市消防団条例（昭和４７年豊明市条例第８１号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（費用弁償） （費用弁償） 

第１５条 団員が水火災又は地震等の災害、警戒及び訓練の職務に従事

するときは、次の費用弁償を支給する。 

（１） 災害出動 １回につき ２，０００円 

（２） 警戒出動 １回につき ２，０００円 

（３） 訓練出動 １回につき １，０００円 

第１５条 団員が公務のため旅行したときは、豊明市特別職の職員で非常

勤の者の報酬及び費用弁償等に関する条例により旅費を支給する。 

２ 団員が公務のため旅行したときは、豊明市特別職の職員で非常勤の

者の報酬及び費用弁償等に関する条例により旅費を支給する。 
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